
◎国家戦略特別区域法の一部を改正する法律 
（令和二年六月三日法律第三四号）   

一、提案理由（令和二年四月二日・衆議院地方創生に関する特別委員会） 

○北村国務大臣 国家戦略特別区域法の一部を改正する法律案につきまして、その提案

理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 国家戦略特区は、岩盤のようにかたい規制や制度を打ち砕き、我が国経済社会の構造

改革を進める突破口として、待機児童の解消、先端医療の促進、農業への民間参入、新

たな観光市場の開拓といった多様な分野において、これまでに百一項目の規制改革を実

現し、これらを活用した合計三百四十五の事業を実行に移してまいりました。 

 我が国における地域課題、とりわけ人口減少、超高齢化、労働人口の減少等に的確に

対応するには、ＡＩやビッグデータの活用を含む、我が国が有する最先端技術を暮らし

に実装し、未来の生活を先行実現することが不可欠であります。国際的にも、これらの

先端技術を取り込んだまちづくりが急速に進みつつあり、我が国においてもその場を積

極的に創出していかなければ、第四次産業革命の成果を自国の経済活力に取り入れるた

めの世界的な競争に取り残されてしまいかねません。 

 本法律案は、こうした情勢を背景として、国家戦略特別区域会議や全国の地方公共団

体、産業界からの提案を踏まえ、国家戦略特別区域諮問会議等において検討した結果に

基づき、第四次産業革命における最先端技術を活用し、未来の暮らしを先行実現するス

ーパーシティー構想の実現に向けた制度の整備など、地域から要望の強い、新たな制度

改革事項を盛り込んだものであります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、スーパーシティー構想の実現に向け、複数の先端的サービス間でデータを収

集、整理し、提供するデータ連携基盤の整備事業を法定化し、事業の実施主体が、国や

自治体等に対し、その保有するデータの提供を求めることができる規定を盛り込むこと

としております。 

 また、スーパーシティーを構成する複数の先端的サービス事業が同時かつ一体的に実

現できるよう、複数分野の規制改革を一体的、包括的に進める特別の手続を規定するこ

ととしております。 

 さらに、スーパーシティーについて、各府省による協力を強化するために国がデータ

連携基盤を整備する者を援助する規定、データ連携基盤整備事業の実施主体に都市間の

相互連携強化のための基準を遵守させる規定を盛り込むとともに、法施行後三年以内を

目途に施策を検討し必要な措置を講じることを規定することとしております。 

 第二に、自動車の自動運転、無人航空機の遠隔操作又は自動操縦その他の技術革新の

進歩に即応した高度な産業技術の有効性の実証を行う事業を定めた区域計画について、

関係行政機関の同意の上、内閣総理大臣の認定を受けたときには、道路運送車両法等の

関連四法の特例措置を受けられることとしております。 



 第三に、国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業について、認定を受けることがで

きない者として暴力団員等を規定するとともに、認定を受けた事業者に対する立入検査

及び業務改善命令、それらの違反者に対する罰則についての規定を盛り込むこととして

おります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

二、衆議院地方創生に関する特別委員長報告（令和二年四月一六日） 

○山口俊一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生に関する特別

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する施策の

総合的かつ集中的な推進を図るため、所要の措置を講ずるものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、スーパーシティー構想の実現に向け、複数の先端的サービス間でデータを収

集、整理し、提供するデータ連携基盤の整備事業を法定化するとともに、複数分野の規

制改革を一体的、包括的に進める特別の手続を規定すること、 

 第二に、自動車の自動運転、ドローンの遠隔操作等の実証事業に係る道路運送車両法

等の特例措置を追加すること、 

 第三に、特区民泊における欠格事由等を整備すること 

であります。 

 本案は、去る四月二日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託されました。 

 委員会におきましては、同日北村国務大臣から提案理由の説明を聴取いたしました。

七日に質疑に入り、同日質疑を終局した後、十五日に討論を行い、採決いたしましたと

ころ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院地方創生及び消費者問題に関する特別委員長報告（令和二年五月二七日） 

○佐藤信秋君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生及び消費者問

題に関する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最先端技術の活用と規制緩和により、未来社会の先行実現を目指すスー

パーシティ構想の実現に向けた制度を整備するとともに、自動車の自動運転等の高度で

革新的な実証実験のための道路運送車両法等の特例措置の追加等を講じようとするもの

であります。 

 委員会におきましては、スーパーシティ構想を推進する意義、データ連携と個人情報

保護に関する懸念、計画への住民関与の在り方及び住民合意の方法、国家戦略特区の成

果の全国展開や決定過程の透明性に係る課題等について質疑が行われましたが、その詳



細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲・国民．新緑風会・社民の伊藤理事よ

り反対、日本共産党の大門委員より反対の旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 国家戦略特別区域制度の運用に当たっては、いやしくも特定の者や、その関連企業

に不当な利益を与え、国民の疑惑や不信を招くことのないよう、その公平性・透明性

を十分確保すること。 

二 国家戦略特別区域における規制改革事項を決定する場合には、指定及び決定に至る

全ての過程の透明性・公正性の確保、議事内容の速やかな公表等を求めた平成二十九

年の国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案に対する附

帯決議の趣旨を徹底すること。 

三 地方公共団体の長等を構成員とする国家戦略特別区域会議（以下「区域会議」とい

う。）に特定の事業者を構成員として追加する際には、その過程や議論の内容等に関

する情報公開の徹底により、公平性、公正性及び透明性を確保すること。 

四 スーパーシティ事業を実施する際の標準的な接続仕様（ＡＰＩ）の設計に際しては、

その過程や事業者の選定及び議論の内容等について、情報公開の徹底により透明性を

確保すること。 

五 スーパーシティとする区域の指定基準を、国家戦略特別区域基本方針に定めるに当

たっては、当該区域において住民満足度を高め、暮らしの課題を解決する観点から、

推進する利点のみならず、プライバシー侵害への懸念等に対しても十分な説明と配慮

がなされ、住民自治や民主主義に基づく決定や運用が担保される「住民目線の構想」

が策定されるようにすること。 

六 住民合意を要件として行う規制の特例措置の求めについては、国家戦略特別区域諮

問会議が内閣総理大臣を通じて関係行政機関の長に勧告できることも踏まえ、内閣総

理大臣はスーパーシティに係る基本方針を定めるに当たっては地方自治の尊重を徹底

すること。 

七 スーパーシティ事業における新たな規制の特例措置を求めるに当たって必要となる

住民合意については、住民の意向を十分に反映させるとの観点から、内閣府は、区域

会議において、具体的かつ明確な手続を定めるよう努めること。その際、内閣府令で

定めるところにより添付することとされている「住民合意を証する書面」が何を指す

ものなのか、議会による否決は可能なのかも含め、地方公共団体に対し明確に示すこ



と。また合意後も、住民が継続的に関与する仕組みを検討すること。 

八 国家戦略特別区域データ連携基盤整備事業を行う実施主体に適用する安全管理基準

は、個人情報の流出防止に万全を期したものを策定するとともに、その実施主体に対

して、当該基準の遵守を徹底させること。またスーパーシティ事業を行う事業者に対

し、本人の同意なしに顔認証システムによる個人情報の収集が行われることのないよ

う、個人情報保護関係法令の遵守を徹底し、サイバーセキュリティや、個人情報の流

出防止を徹底するよう指導すること。 

九 国や地方公共団体が、住民個人への合意や通知なく、個人情報を事業者に提供する

ことのないよう、区域会議はプライバシー権や人権、国民の知る権利について考慮す

ること。その際、区域会議の構成員に事業者が含まれることに鑑み、政府は必要な監

視を行うこと。 

十 スーパーシティ事業に関し、万が一、個人情報が流出した場合に備えて、事後対応、

補償措置等に関する運用を明確にすること。 

十一 スーパーシティ事業に係る個人情報は本人同意の下で取り扱うとしているが、未

成年者等、意思表示の難しい者からの「同意」「不同意」取付けの方法については、

十分な説明をすること。 

十二 スーパーシティ内での公共交通機関の縮小や廃止、現金のみの買物ができなくな

るなど、新たな格差の発生や社会の寛容性が失われぬよう、デジタルデバイドについ

ても特段の配慮を行うこと。 

十三 スーパーシティ内で収益が上がらないことを理由に企業が突然、事業撤退するこ

とによる住民への影響やリスクを十分に想定し、対応策を講ずること。 

十四 ライドシェア事業のような安全や雇用に問題が指摘されている事業の実証につい

ては、規制法令に違反するものが認定されることのないよう厳に対応すること。 

十五 国家戦略特別区域革新的技術実証事業（地域限定型の規制のサンドボックス制

度）に係る技術実証評価委員会委員の選定に当たっては、評価及び監視の中立性を確

保するため、実証事業者と利害関係を有する者を選定しないようにすること。 

  右決議する。 

 


